
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３月８日（火）に転出・退職される皆様を囲む送別会が、教育学部第 1 会議室にて行われました。

今年度は８名の組合員が岐阜大学を去られます。そのうち教育学部 朝田 健 様、佐藤 節子 様、

工学部 水上 精榮 様、応用生物科学部 神原 正昭 様にご出席頂き、約４０名が参加しました。 

 

それぞれの組合にまつわる思い出や、かつての組合活動についてお話頂き、和やかな会となりま

した。最後に記念撮影をして、会を閉じました。 

ご退職された皆様の今後のご活躍をご祈念いたします。 
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転出・退職者を囲む送別会が行われました 

 



 

 

 

 

岐阜大学は、卒業式などにおいて「君が代」斉唱を行なわず、大学として愛唱歌「我等多望の春

にして」を使用することを自主的に決めています。去る２月１７日の定例記者会見において、その

ことをのべた学長に対して、馳文科大臣が「恥ずかしい」などと批判しました（２月２１日）。職

員組合は、学長発言は岐阜大学の自主的な判断を明確に述べたもので、正当かつ見識ある発言であ

ることを評価し、そのような姿勢を今後とも堅持してほしい旨の要望書を出しました（２月２５

日）。その後、社会的批判もあって、馳文科大臣の発言は、事実上の撤回に至ったことはご存じの

方もあるかと思います。 

しかし、式典における「君が代」斉唱、日の丸掲揚への圧力は、依然として、強められています。

今年の春の卒業式から、「君が代」斉唱を導入した大学は複数あり、大学評価や運営費交付金配分

などに反映されるのではないかという不安もぬぐいきれない状況にあります。職員組合は、今後も

自主的な判断を堅持すること、今後の判断にあたっては学内での民主的な議論と総意にもとづくこ

とを要望しています。 

 

 

 

 

 

 

5月 17日の自民党の国防部会は、大学等の研究に助成する防衛省の「安全保障技術研究推進制度」

の総額を 100億円規模に拡大することを答申し、政府に提言することを決めました。一昨年は３億

円だった予算規模が、30倍以上にも拡大される可能性があります。この制度には岐阜大学からも応

募が行われ（残念ながら？）採択されませんでした。 

この問題をめぐって、去る 3月 15日に「大学の軍事研究に反対する署名運動」（岡山大学名誉

教授：野田隆三郎氏）が岐阜大学を訪問し、岐阜大学がこの制度に応募したことに抗議するととも

に、今後、このような軍事研究に参加しないよう求める申し入れを行いました。その全文を紹介し

ます。軍事研究と非軍事研究には境目はなく、また、「デュアルユース」という概念もあいまいな

ものです。そのような中で、大学職員はどう考え、どう行動したらいいか、いろんな場でご議論い

ただければと思います。 

 

----------------------------------------------------------------------- 

 

軍事研究を行わないように求める申し入れ 

 

大学学長学長 森脇久隆 様                    ２０１６年３月１５日 

       

                     大学の軍事研究に反対する署名運動 

 

昨年、防衛省の軍事に関する研究の初の公募（安全保障技術研究推進制度）があったが、貴学が

これに応募したことが報道機関によって報道された。私たちは以下に述べる理由により、このこと

に強く抗議する。 

大学は学問研究の場であり、学問研究の目的は真理の探求を通して、人類社会の発展向上、人類

の幸福増進に貢献することにある。人と人が殺し合う戦争は、人類社会の健全な発展を阻害し、人

類の幸福を破壊する最たる行為である。学問が戦争に奉仕することがあってはならない。特に戦争

放棄を定めた憲法９条を持つわが国において大学が戦争に協力することは許されない。時の権力に

よって学問が歪められた過去の歴史への反省に立って、憲法２３条は大学が権力から独立し、自ら

の良心に従って学問研究を行う自由を保障している。大学は時流に流されることなく、学問本来の

目的に沿って研究を行うことが求められている。国民の大多数は大学の研究成果が軍事のために利

用されることを決して望んでいない。大学は国民の期待を裏切ってはならない。 

卒業式等における「君が代」斉唱についての学長発言に要望書 

防衛省による軍事研究への助成制度 



 

憲法９条及び憲法２３条の存在によって、戦後７０年間、大学が時の政府によって軍事にかかわ

る研究を求められることはなかった。今回の防衛省の初の公募が、多くの憲法学者によって憲法違

反とされた安全保障関連法の成立と時を同じくしていることは決して偶然ではない。防衛省の公募

要項には、「依頼する研究内容は、将来の装備品に適用できる可能性のある基礎技術」と明確に書

かれている。このような軍事利用が明白な研究の公募に貴学が自ら進んで応募したことは、学問研

究の目的を忘れ、そして憲法９条及び憲法２３条の意義をも忘れた、大学の自殺行為と言わなけれ

ばならない。大学がひとたび軍事研究に手を染めれば歯止めを失う。大学が全面的に戦争に加担し

た７０年前の歴史を繰り返してはならない。そのことへの痛切な反省のもと軍事研究との断絶を堅

く誓った日本学術会議の声明（１９５０年及び１９６７年）をいまこそ思い起こすべきである。 

私たちは、貴学が学問研究の場としての大学の使命、そして戦争放棄を定めた憲法９条および学

問の自由を保障した憲法２３条の意義に思いを致し、軍事研究とは一線を画し、今後、防衛省の軍

事にかかわる研究の公募に応募することのないよう強く申し入れるものである。                

以上 

 

付記 新潟大学は昨年１０月、軍事に寄与する研究は行わない規定を作成した。私たちは貴学も

同様の規定を作成することを要望する。  

 

 

 

 

 

 

職員組合は、団体交渉における交渉項目などの検討、分析を行うための特別委員会を設置し、第

１回委員会を４月２０日、第２回委員会を５月２６日に行いました。検討項目は、(a)年俸制(b)特

任教員(c)テニュアトラック助教(d)教育職員評価システムと教員組織(e)技術職員(f)パート・契約

職員(g)諸手当・休暇制度の改善(h)福利厚生施設・学内諸施設の改善、など多岐にわたっています。 

昨年 12月に行ったアンケート調査に寄せられた要望や意見などを１つ１つ検討し、改善をもと

めていきます。みなさんからのご意見も大いに取り入れますので、Eメール等でお寄せください。

(Emailアドレス： kumiai@gifunion.gr.jp） 

 

 

 

 

 

国公立大学・高専、大学共同利用機関の教職員組合が加盟している全国大学高専教職員組合（全

大教）では、4年に一度のペースで、国公立大学・高専・大学共同利用機関の全教員（非常勤教員

を含みます。）を対象に、研究・教育・勤務条件改善に関するアンケート調査を実施しています。 

 

 前回、2012年に実施したアンケート調査では、51大学・16高専・2大学共同利用機関のあわせ

て 4267人の教員の方から回答をいただきました。 

（アンケート結果の概要は、http://goo.gl/o9crcLをご参照ください。） 

法人化後現在に至る教員の研究・教育・勤務条件の変化や、その中での教員の要求を時系列的に

把握できるよう、前回と基本的に同じ項目でアンケートを実施します。 

 

今回のアンケートは、Webアンケートで行います。（5分程度で回答できます） 

 アンケート結果は全大教ホームページ等で公表するとともに、大学・高等教育の充実をめざす運

動に活用させていただきます。 

  

回答 Webページの詳細は次頁の通りです。ぜひ皆様のご協力をお願いいたします。別途、メール

でもご案内する予定です。 

 

全大教 Webアンケートにご協力をお願いします 

 

団体交渉準備特別委員会のご案内 

http://goo.gl/o9crcL


 

全大教「国公立大学・高専・大学共同利用機関教員の 

研究・教育・勤務条件改善に関するアンケート」 
 

【アンケート対象者】 

  国公立大学・高専、大学共同利用機関法人に勤務する教員（非常勤教員

を含みます） 

 

【アンケート実施期間（回答 Webページの開設期間）】 

  2016年 4月 7日（木）～7月 11日（月）        
                           QRコード 

【回答 Webページ】 

  http://zendaikyo.or.jp/?page_id=996  

  

                          

【前回、2012年の調査結果より（一部紹介）】 

 

 

 

http://zendaikyo.or.jp/?page_id=996

